
業務経歴証明書　作成上の注意

11 業務経歴証明書の作成について

1 建築士事務所に所属する建築士として36ヶ月以上従事した実務経験(業務内容)を記入してください。
・建築士としての実務経験(業務内容)は、最初に取得した建築士免許証の登録年月日から講習日前日までの実務経験を算入することができます。
※講習日前日までを算入する場合は、実務経験期間修了欄に講習日前日が属する月を記載してください。
・最上位の建築士免許で行った業務で３年以上の実務経験を満たすことができない場合は、所持する下位の建築士免許証の写しも提出してください。
＊現在と記入の際は、記入日を現在日程として換算します。

2 建築士としての実務経験(業務内容)は、その業務ごとに取り纏めて記入することができます。

・建築物の設計に関する業務
・建築工事契約に関する事務に関する業務
・建築物に関する調査又は鑑定に関する業務

・建築物の工事監理に関する業務
・建築工事の指導監督に関する業務
・建築物の建築に関する法令又は条例の規定に基づく手続の代理に関する業務

□管理建築士の業務要件(建築士法施行規則第20条の4より)

3 業務経歴証明書の記載事項を建築士免許証を所持する第三者に証明して頂く必要があります。

・申込者本人が建築士事務所に所属している場合は、当該建築士事務所の管理建築士の証明
・上記証明を得ることができない場合は、申込者以外の建築士の証明
※建築士免許証を所持する第三者による証明は受付完了の為には必須となります。

第三者による証明は、以下の条件を満たす者の証明とします。

開始 終了 期間
平成20 年　　1月 平成20 年　　8月 ８ ヵ月

1 下記【作成上の注意】 1～3 を確認した上で、業務経歴証明書を作成してください。
1. 建築士としての実務経験は、【設計・工事監理】のように具体的な業務の内容を記載してください。　※P.7「業務経歴証明書の作成について」をご参照ください。
　 ※講習日前日までを算入する場合は、実務経験期間終了欄に講習日前日が属する月を記載してください。　
2. 最初に取得した建築士免許証の登録年月日以降の実務経験(業務内容)を【36ヶ月以上】記入してください。
3. 実務経験(業務内容)は、受講希望日の前日分まで算入できます。但し、退職等により変更が生じた場合は、必ず当社に連絡し受講の可否を確認してください。

2 氏名及び最初に取得した建築士免許証に関する情報を記入してください。

3 下記フォーマットに従い、建築士としての実務経験(業務内容)を【36ヶ月以上】記入してください。

私は、上記【作成上の注意】を確認し、以下に記入の内容が事実且つ正確であることを誓約します。

私は、上記の内容が事実と相違ないことを証明します。

下記手順に従い、　 項目は漏れなく記入し、業務経歴証明書を完成させてください。必業務経歴証明書

必 受講申込者 氏名
【自 署】 年【記入日】 月 日

年 月 日

受講申込者氏名を自署する。

必 勤務先名称

必 実務経験 算定期間【合計】

必 建築士としての
実務経験(業務内容)

必

必

実務経験期間
勤務先所在地

最初に取得した
建築士免許証 一級建築士 二級建築士 木造建築士 左記免許証の

登録年月日

4 第三者証明者(受講申込者以外の建築士)は、下記フォーマットに従い、必要事項を記入してください。

必 第三者証明者氏名
【自署】

年【記入日】 月 日
左記の者が所持する
建築士免許証

●● 設計事務所㈱ 東京都港区台場 ○-△ 建築物の設計に関する業務
平成20 年　　9月 平成21 年　　3月 7 ヵ月

免許証種別 登録番号 登録都道府県
□一級
□二級
□木造

都道
府県

※

最新の［業務経歴証明書］にて作り直しをお願いします。 ※一級建築士の場合は表記の必要なし

同上 同上 建築物の工事監理に関する業務
平成21 年　　4月 平成23 年　　3月 24 ヵ月同上 同上
平成23 年　　1月 平成24 年　　3月 12 ヵ月同上 同上

年　　  月 年　　  月 ヵ月

　　51 ヵ月

重複期間は算入しない(Ｈ23.1-3月分重複)

＊同一時期に複数の業務を並行して行っていた期間、長期療養又は行政処分等により建築士としての業務を行っていない期間は、算入することができません。

＊業務内容は設計・工事監理等具体的にご記載下さい。役職等の記載では「業務内容」とは認められません。

必

第三者証明者が氏名を自署する。
第三者証明者の所持する

最上位の建築士免許情報を記入する。

※施工管理【施工図の作成・安全管理（現場監督）等】は、建築士としての実務経験に算入できません。



開始 終了 期間
年　　  月 年　　  月  ヵ月

1 下記【作成上の注意】 1～3 を確認した上で、業務経歴証明書を作成してください。
1. 建築士としての実務経験は、【設計・工事監理】のように具体的な業務の内容を記載してください。　※P.7「業務経歴証明書の作成について」をご参照ください。
 　　※講習日前日までを算入する場合は、実務経験期間修了欄に講習日前日が属する月を記載してください。
2. 最初に取得した建築士免許証の登録年月日以降の実務経験(業務内容)を【36ヶ月以上】記入してください。
3. 実務経験(業務内容)は、受講希望日の前日分まで算入できます。但し、退職等により変更が生じ36ヶ月以下になる場合は、必ず当社に連絡し受講の可否を確認してください。

2 氏名及び最初に取得した建築士免許証に関する情報を記入してください。

3 下記フォーマットに従い、建築士としての実務経験(業務内容)を【36ヶ月以上】記入してください。

私は、上記【作成上の注意】を確認し、以下に記入の内容が事実且つ正確であることを誓約します。

私は、上記の内容が事実と相違ないことを証明します。

下記手順に従い、　 項目は漏れなく記入し、業務経歴証明書を完成させてください。必業務経歴証明書

必 必受講申込者 氏名
【自 署】 年【記入日】 月 日

年 月 日

必 勤務先名称

必 実務経験 算定期間【合計】

必 建築士としての
実務経験(業務内容)

必 実務経験期間
勤務先所在地

最初に取得した
建築士免許証 一級建築士 二級建築士 木造建築士 左記免許証の

登録年月日

4 第三者証明者(受講申込者以外の建築士)は、下記フォーマットに従い、必要事項を記入してください。

必 第三者証明者氏名
【自署】

年【記入日】 月 日
左記の者が所持する
建築士免許証

年　　  月 年　　  月  ヵ月

免許証種別
□一級
□二級
□木造

都道
府県

登録番号 登録都道府県

年　　  月 年　　  月  ヵ月
年　　  月 年　　  月  ヵ月
年　　  月 年　　  月 ヵ月

　 ヵ月
＊同一時期に複数の業務を並行して行っていた期間、長期療養又は行政処分等により建築士としての業務を行っていない期間は、算入することができません。
＊勤務先名称はご記入頂いた段数分記入をしてください（１段目と同じであれば「同上」とご記入ください）。
＊勤務継続中の場合は、終了欄に［現在］とご記入ください。［現在］と記入していただく際は、記入日の日付までを換算させていただきます。

必

＊業務内容は設計・工事監理等具体的にご記載下さい。役職等の記載では「業務内容」とは認められません。

※

※一級建築士の場合は登録都道府県の記入必要なし


